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研究要旨 
我が国の循環器病デジタルヘルスの利活用の実態が不明であり、関連学会（日本脳卒中
学会、日本循環器学会等）基幹・教育施設を対象とした施設調査を介して、循環器病診
療体制の現状と課題、デジタルヘルスの実装による機会と成功、障害を把握した。地域
医療ネットワーク、デジタル病診連携、遠隔モニタリングなど、各疾患領域でのデジタ
ルヘルス導入率や、導入が進まない主な理由（人的資源の不足、費用負担、必要性の認
識不足など）が明らかとなった。脳卒中、心疾患、大動脈の分野において、デジタルヘ
ルスの導入の分野は異なり、疾患特性による相違が認められた。全体にデジタルヘルス
の導入率は低く、導入の障壁は、各分野において共通しており、諸外国からの報告と一
致していた。医師の働き方改革が実施され、今後働き手が減少していく中で、医療の効
率化を図るためには、デジタルヘルスの利活用は喫緊の課題である。 
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Ａ．研究目的 
脳卒中では、医療用コミュニケーションア
プリの導入により、急性期再開通療法にお
ける時間短縮が達成された。心臓病の分野
では、慢性期疾患管理へのデジタルヘルス
の利活用が始まっている。しかし疾患特性
が異なる循環器病のデジタルヘルスが、医
療の効率性や価値の向上をもたらすかは、
明らかでない。  
本研究では、循環器病デジタルヘルスの実
装の現状、実装の機会と成功、実装実現へ
の障害に関する質問表による施設調査を行
い、我が国の実態に応じた循環器病デジタ
ルヘルス推進指標を策定することを目標と
する。 

 
Ｂ．研究方法 
令和5年度は、関連学会（日本脳卒中学

会、日本循環器学会等）基幹・教育施設に
対し、循環器病分野のデジタルヘルスの現
状と課題に関する横断的な施設調査を実施
した。調査項目の策定に際しては、デジタ
ルヘルスの導入の先行例に対するヒアリン
グを実施し、調査票を策定し、まず脳卒中
分野で調査を実施した。 
令和６年度は、引き続き、循環器病分野

で施設調査を実施した。さらにJ-ASPECT 
DPCデータを用いて、入退院支援システム
の導入が在院日数に与える影響を調査し
た。第1回班会議に置いて、結果を公表し
た。 
 
（倫理面への配慮） 
個人に関する情報に該当しない既存の情報
を用いたため、人を対象とした倫理指針の
対象外であるため、倫理面の問題はない。 
 
Ｃ．研究結果 
令和５年度の日本脳卒中学会PSCを対象と
したデジタルヘルスの導入に関する施設調
査に続き、本年度は、日本循環器学会研修
施設を対象として、心不全・虚血性心疾
患、大動脈疾患分野におけるデジタルヘル
スシステムの導入状況に関する施設調査を
行い、91施設より回答を得た。調査回答施
設の大半が日本循環器学会研修施設（82施
設、90.1％）であり、約43％（39施設）が
500床以上の大病院であった。 
心疾患分野では、デジタルデバイスの導
入は、遠隔モニタリングが最も高く（4
4％）、ついで地域医療情報ネットワーク
（28.6％）、デジタルデバイスによる救急
隊と病院との連携（24.2％）、画像診療支
援システム（15.4％）、デジタルシステム
による病診連携（11％）の順であった。 
遠隔モニタリングの内容は、心電図、ペ
ースメーカー、デバイスのモニタリングで

あった。デジタルデバイスによる救急隊と
病院との連携では、救急搬送時のJOINに
よるトリアージ、SCUNA等の心電図伝送
システム等が導入されており、画像診療支
援システムは、胸部単純写真のスクリーニ
ング、AI診断などが導入されていた。 
遠隔医療の導入率は脳卒中と同様で、eIC

UやKAITOSなどの脳卒中とは異なるソフ
トウェアが導入されていた。循環器病の危
険因子における疾患管理システム（2.
2％）、遠隔リハビリテーション（0％）、
服薬管理アプリの導入(0％)などのデジタ
ルヘルスシステムを導入している病院はほ
とんど見られなかった。 
デジタルシステムによる病診連携を導入
しない理由としては、サービスを提供する
人的資源が不足、サポート体制が整ってい
ないことが約78％と最多であり、費用負担
の問題で維持困難（37％）、データセキュ
リティ（29.6％）、サービスの提供者、利
用者のニーズの認識不足（28.4％、22.
2％）、保険収載されていないこと（25.
9％）が挙げられ、デジタルヘルスの導入
全体について、導入に際しての同様の障壁
が認められた。 
大動脈疾患分野では、26施設から回答を
得た。調査回答施設の大半が日本循環器学
会研修施設（25施設、96.2％）であり、57.
7％（15施設）が500床以上の大病院であっ
た。回答施設における大動脈緊急症の年間
症例数は、50-99例が23.1％、100例以上が
11.5％であった。 
大動脈疾患分野では、デジタルデバイス
の導入は、デジタルデバイスによる救急隊
と病院との連携（30.8％）が最も高く、つ
いで地域医療情報ネットワーク（26.
9％）、遠隔モニタリング（23.1％）、画
像診療支援システム（15.4％）、デジタル
システムによる病診連携, ICTによる入退
院支援システム（7.7％）の順であった。
デジタルヘルスの導入に関する障壁につい
ては、他の分野と同様であった。これは、
導入によって本来人的資源がセーブされる
はずであるにも関わらず、導入・運用する
ための人的リソースが確保できていないと
いう現状を示唆している。「その他」の自
由記述回答には、デジタルヘルスの定義や
存在を知らない、病院/大学全体の方針と
して検討が進んでいない、導入の先にある
ビジョンが見えない、地域として進んでい
ない、救急隊とのコスト意識の差や連携の
問題、高齢者のデジタルリテラシーの低
さ、システム間の標準化が進んでいない、
といった具体的な課題も挙げられていた。 
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Ｄ．考察 
Curtis Lの報告（Obstet Gynecol Clin Nort
h Am. 2020 Jun;47(2):215-225.）によると
デジタルヘルスは、患者と集団の健康をモ
ニタリングし改善するための、新しい技術
主導型・データ主導型のアプローチであ
り、遠隔医療、遠隔モニタリングのみでは
なく、健康管理アプリやソーシャルネット
ワークサービスなども含まれるとされてい
る。デジタルヘルスの導入には、チャンピ
オン・プロバイダーやニーズ、ICTを含め
た技術、患者支援システム、法や規制に対
する理解、資金、持続可能性が重要である
としている。 
本研究の脳卒中を対象とした施設調査で
は、97.6％がPSC認定施設からの回答であ
り、地域の脳卒中治療を担う中核施設のデ
ジタルヘルスシステムの導入実態を反映す
る結果である。急性期脳梗塞治療の症例選
択に関わる脳血流評価システムが多く導入
されており、救急隊との連携や病診連携な
どの受け入れに関わる項目についで高い項
目となっていた。またAIによる画像診断や
遠隔画像診断を導入している施設は12.2％
と同様に高く、大規模総合病院の特性が反
映されていると考えられる。一方で、遠隔
診療やモニタリング、循環器病の危険因子
の疾患管理アプリ、服薬管理システムなど
亜急性期から慢性期・維持期をターゲット
にしたデジタルヘルスシステムの導入はほ
とんど行われておらず、人的及び金銭的リ
ソースの不足以外に、医療提供者側のデジ
タルヘルスケアに対する関心の低さ、及び
利用者側のデジタルリテラシーの低さも同
様に障害となっていた。 
 令和６年度に実施した心疾患を対象にし
た施設調査では、脳卒中とは異なる領域で
の導入が進んでおり、主に不整脈を対象と
した遠隔モニタリング、救急隊と病院との
心電図伝送システムの活用が特徴としてあ
げられた。画像診断では、AIによる胸部単
純写真のスクリーニング等が実装されてい
た。大動脈疾患を対象にした施設調査で
は、デジタルデバイスによる救急隊との連
携が最多であり、大動脈センター等への救
急搬送に活用されている可能性がある。 
 一方、脳卒中領域と同様に、遠隔リハビ
リテーション、循環器病の危険因子管理ア
プリ、服薬管理アプリはほとんど導入され
ておらず、今後の課題であると考えられ
た。 

ESC e-Cardiologyワーキンググループは
循環器疾患に越えるデジタルヘルス導入の
課題を克服するため、導入における障害を
1）各関係者の導入に向けた抵抗（患者の
モチベーションとリテラシーの欠如・医療
従事者側の信念の欠如）、2）法的・倫理

的・技術的な障壁（個人情報保護やセキュ
リティへの懸念・システムの拡張性の低
さ）、3）そのほかの障壁（医療経済評価
の欠如・保険償還の欠如）に大別し、1）
患者及び医療従事者それぞれに向けた教育
プログラムの確立、2）デジタルヘルス認
証プログラムの確立、3）システムへの臨
床的分析と社会経済的分析の両方を組み合
わせた研究による経済的エビデンス評価の
推奨・保健業界や政策立案者への情報提供
がそれぞれ障壁を解決できるとしている。 
 
Ｅ．結論 
本年度の脳卒中領域を対象としたデジタ

ルヘルスシステムの導入状況に関する施設
調査を実施した。急性期領域でのシステム
導入状況と比較し、慢性期や維持期をター
ゲットとしたシステムの導入状況は乏しか
った。脳卒中、心疾患、大動脈の分野にお
いて、デジタルヘルスの導入の分野は異な
り、疾患特性による相違が認められた。全
体にデジタルヘルスの導入率は低く、導入
の障壁は、各分野において共通しており、
諸外国からの報告と一致していた。 
医師の働き方改革が実施され、今後働き

手が減少していく中で、医療の効率化を図
るためには、デジタルヘルスの利活用は喫
緊の課題である。 

 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
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